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1. 介護保険制度の課題と2040年問題

2. 2024年度介護保険制度改正の概要

3. 2024年度介護報酬改定/⽣産性向上に
関する動向

4. まとめ
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介護保険制度の｢課題｣の構造

4

⼈⼝構造の変化
（2040年問題）

要介護⾼齢者の
増加

(認知症⾼齢者)

財源の逼迫
(社会･経済的な
      状況を含む)

介護⼈材の確保
(⽣産性向上の
      検討を含む)



社会保障費⽤合計をGDP⽐でみると、
2018年度＝21.5％
2025年度＝21.7％（1.01倍）
2040年度＝24.0％（1.12倍） 5

経済財政諮問会議（2018年5⽉21⽇
開催）資料をもとに筆者作成社会保障給付費の⾒通し（経済ベースラインｹｰｽ）

（内閣官房･内閣府･財務省･厚⽣労働省：2018年5⽉21⽇）
2018年度 2025年度 2040年度

介護 10.7兆円
1号保険料/⽉額平均=5,869円

15.3兆円（143%）
7,200円（123%）

25.8兆円（241%）
9,200円（157%）

医療①
医療② 39.2兆円 47.8兆円（122%）

     47.4兆円（121%）
66.7兆円（170%）
68.5兆円（175%）

年⾦ 56.7兆円 59.9兆円（106%） 73.2兆円（129%）
⼦ども・⼦育て 7.9兆円 10.0兆円（127%） 13.1兆円（166%）

その他 6.7兆円 7.7兆円（115%） 9.4兆円（140%）
合計(医療は⾼値で計算) 121.3兆円 140.2兆円（116%） 190.0兆円（157%）

GDP 564.3兆円 645.6兆円（114%） 790.6兆円（140%）
後期⾼齢者⼈⼝ 17,760千⼈ 21,800千⼈（123%） 22,392千⼈（126%）

⾼齢者⼈⼝ 35,380千⼈ 36,771千⼈（104%） 39,206千⼈（111%）
総⼈⼝ 126,530千⼈ 122,544千⼈（97%） 110,919千⼈（88%）

※後期⾼齢者⼈⼝・⾼齢者⼈⼝・総⼈⼝については、2018年度の数値は『⼈⼝推計』（総務省）の「平成30年４⽉１⽇現在（概算値）」を⽤い、
2025年度と2040年度の数値は『⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）』（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所）から引⽤した。

※括弧内の指数は対2018年度⽐

介護の費⽤をGDP⽐でみると、
2018年度＝1.89％
2025年度＝2.37％（1.3倍）
2040年度＝3.26％（1.7倍）



要介護者等の推計（2021-2040）①
2021年の数値は厚⽣労働省『介護保険事業状況報告（⽉報）』の同年4⽉末実績値を⽤い、かつ、

2040年の数値は各⾃治体による『第9期介護保険事業（⽀援）計画』における推計値を⽤いて、筆者が作成

2021年 2040年 増加率
全国 6,842,490⼈ 843万⼈ 123.2%  

沖縄県 61,253⼈ 91,418⼈ 149.2%
神奈川県 430,767⼈ 615,526⼈ 142.9%
滋賀県 66,784⼈ 92,500⼈  138.5%
⾼知県 48,035⼈ 49,770⼈ 103.6%
島根県 48,652⼈ 50,907⼈ 104.6%
秋⽥県 74,703⼈ 77,763⼈ 104.1%

6



要介護者等の推計（2021-2040）②
2021年の数値は厚⽣労働省『介護保険事業状況報告（⽉報）』の同年4⽉末実績値を⽤い、かつ、

2040年の数値は各⾃治体による『第9期介護保険事業（⽀援）計画』における推計値を⽤いて、筆者が作成

2021年 2040年 増加率
全国 6,842,490⼈ 843万⼈ 123.2%  

神奈川県横浜市 177,658⼈ 251,800⼈  141.7%
神奈川県藤沢市 20,691⼈ 32,914⼈  159.1%
神奈川県箱根町 707⼈ 559⼈ 79.1%
東京都中央区 5,296⼈ 8,924⼈  168.5%
東京都北区 19,142⼈ 19,340⼈  101.0%

東京都稲城市 3,077⼈ 5,493⼈  178.5%
東京都檜原村 152⼈ 133⼈    87.5%

島根県松江市 12,267⼈ 14,393⼈  117.3%
島根県益⽥市 3,580⼈ 3,493⼈    97.6%

島根県津和野町 880⼈ 649⼈    73.8%

秋⽥県秋⽥市 20,242⼈ 25,909⼈  128.0%
秋⽥県上⼩阿仁村 240⼈ 170⼈    70.8% 7

※第8期計画の
推計値
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出典：厚⽣労働省資料
(2021年7⽉9⽇
報道発表）
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出典：厚⽣労働省『第102回社会保障審議会介護
保険部会（2022年11⽉24⽇開催）』資料
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介護職員数（必要数）

⽣産年齢(15-64歳)⼈⼝
（約280万⼈）

（約243万⼈）介護職員数
＝約214万9千⼈

⽣産年齢⼈⼝
＝約7,421万4千⼈ （約7,310万1千⼈）

（約6,213万3千⼈）

介護職員必要数と⽣産年齢⼈⼝の推計値の増減
出典：総務省『⼈⼝推計』（2021年9⽉1⽇現在）・厚⽣労働省『令和３年介護サービス施設・事業所調査』・国⽴社会保障･⼈⼝

問題研究所『⽇本の将来推計⼈⼝（令和5年推計）』・厚⽣労働省『第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数に
ついて』のデータを⽤いて筆者にて作図
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※吹き出しの数値は、⽬安として
 介護職員数/⽣産年齢⼈⼝×100(%)
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※看護職員については、下記の範囲で推移している。
なお、2022年度は17.89倍である。
  max.＝2016年度： 22.68倍
  min.＝2009年度：  9.74倍

介護分野の従事者の有効求⼈倍率
出典：中央福祉⼈材ｾﾝﾀｰ『職業紹介実績報告(年間調査報告)』(平成20年度分〜令和4年度分)・厚⽣労働省『⼀般職業紹介』(平成20年度分〜令和4年度分)を参照し筆者作図
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介護分野の従事者の給与（所定内賃⾦）の推移
出典：介護労働安定ｾﾝﾀｰ『介護労働実態調査・事業所における介護労働実態調査』（平成20年度分から令和4年度分）および

 厚⽣労働省『賃⾦構造基本統計調査』（平成20年度分から令和4年度分）を参照して筆者作図

（円）

※全産業平均のこの数値は厚⽣労働省『賃⾦構造基本統計調査』を参照した。賃⾦＝所定内給与額（６⽉分と
して⽀給の現⾦給与額のうち､超過労働給与額を差し引いた額で､所得税等を控除する前の額）である。

注：所定内賃⾦とは、1ヶ⽉あたりの決まって⽀給する税込み賃⾦額（交通費､役職⼿当等を含む）を⾔う。
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都道府県別・後期⾼齢者⼈⼝の増減率の推計
出典：『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(令和5年推計)』(国⽴社会保障⼈⼝問題研究所,2023)をもとに筆者にて作図

※2020年の後期⾼齢者⼈⼝（国勢
調査）を100とした増減の指数
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市区町村別・後期⾼齢者⼈⼝の増減率の推計
出典：『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(令和5年推計)』(国⽴社会保障⼈⼝問題研究所,2023)をもとに筆者にて作図

※2020年の後期⾼齢者⼈⼝（国勢
調査）を100とした増減の指数
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年
全国 100.0 97.7 95.2 92.5 89.4 86.3 83.0

千葉県流⼭市 100.0 109.8 115.1 119.0 117.7 115.7 113.4
東京都千代⽥区 100.0 104.6 109.6 112.3 111.7 110.4 109.0
東京都港区 100.0 103.7 108.3 110.4 110.0 109.4 108.7
東京都中央区 100.0 105.9 109.8 111.6 110.5 109.1 107.6
東京都台東区 100.0 106.1 109.7 111.0 110.0 108.9 107.5

茨城県つくばみらい市 100.0 104.1 109.5 111.3 109.7 107.6 106.6
東京都豊島区 100.0 103.6 106.8 108.2 107.6 106.4 105.1
東京都江東区 100.0 106.0 109.4 109.6 107.2 105.7 104.5
千葉県印⻄市 100.0 103.2 105.8 108.5 107.3 105.6 103.5
東京都墨⽥区 100.0 104.6 106.9 107.4 105.9 104.7 103.1
東京都⽂京区 100.0 104.6 107.1 108.1 106.5 104.5 102.7
福岡県福津市 100.0 102.8 107.6 110.8 108.9 106.0 102.6
⼤阪市⻄区 100.0 105.9 109.5 110.6 108.8 105.9 102.5
埼⽟県⼋潮市 100.0 100.7 104.3 105.1 102.7 102.4 102.3
沖縄県中城村 100.0 101.8 105.6 107.9 106.0 104.2 102.0
東京都荒川区 100.0 101.2 104.5 105.3 103.5 102.2 101.5
福岡県久⼭町 100.0 102.8 106.8 109.3 106.8 103.2 101.5
東京都品川区 100.0 101.3 104.6 105.7 104.2 102.7 101.1
茨城県守⾕市 100.0 101.6 106.3 107.6 104.3 102.1 100.7
川崎市幸区 100.0 100.4 104.4 105.3 103.1 101.3 100.1

⽣産年齢⼈⼝の増減率の推計①
出典：『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(令和5年推計)』(国⽴社会保障⼈⼝問題研究所,2023)をもとに筆者にて作図
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年
全国 100.0 97.7 95.2 92.5 89.4 86.3 83.0

⾼知県室⼾市 100.0 79.3 64.6 51.6 40.0 31.4 23.8
奈良県下市町 100.0 79.6 62.3 48.7 37.7 30.0 23.8
北海道松前町 100.0 81.6 66.5 52.2 39.1 29.8 23.5
⼤阪府能勢町 100.0 81.4 66.1 51.1 39.0 30.4 23.4
北海道福島町 100.0 80.0 66.3 53.2 40.3 31.1 23.3
奈良県⿊滝村 100.0 78.0 65.3 55.1 40.3 32.2 23.3
群⾺県下仁⽥町 100.0 77.7 60.8 48.0 38.0 29.7 22.8
⻘森県深浦町 100.0 79.6 64.2 51.5 39.3 29.4 22.0
三重県南伊勢町 100.0 78.8 61.6 46.4 34.4 26.6 21.0
⻘森県佐井村 100.0 80.1 64.9 50.5 37.8 27.9 20.8
⻘森県今別町 100.0 74.8 59.1 47.4 34.5 26.4 20.7
群⾺県南牧村 100.0 73.2 57.1 42.0 33.3 26.4 20.3
奈良県曽爾村 100.0 73.2 57.9 44.8 35.6 26.0 20.1
奈良県御杖村 100.0 71.3 56.2 43.4 32.8 25.8 20.0
⼤分県姫島村 100.0 72.8 58.2 46.8 36.8 27.2 19.7
⻘森県外ヶ浜町 100.0 79.9 64.9 50.5 37.1 27.9 19.5
北海道歌志内市 100.0 79.3 61.9 50.0 37.5 26.9 19.0
熊本県球磨村 100.0 51.4 39.9 35.9 30.6 24.2 18.9
奈良県吉野町 100.0 77.4 61.2 48.2 35.7 26.3 18.8
京都府笠置町 100.0 76.8 60.5 46.8 32.8 24.2 15.9

⽣産年齢⼈⼝の増減率の推計②
出典：『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(令和5年推計)』(国⽴社会保障⼈⼝問題研究所,2023)をもとに筆者にて作図
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出典：『日本の将来推計人口（令和5年推計・出生中位/死亡中位）』（国立社会保障人口問題研究所,2023）をもとに筆者にて作図
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※2020年の実⼈⼝（国勢調査）を起点として、
その後の推計値を⽰している。



わが国の人口減少と少子高齢化の推計（2023年発表）
出典：『日本の将来推計人口（令和5年推計・出生中位/死亡中位）』（国立社会保障人口問題研究所,2023）をもとに筆者にて作図
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増減の⽐率を⽰している。
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年齢階級別の要介護認定率
（厚⽣労働省⽼健局『介護保険事業状況報告（⽉報：2021年9⽉末）』および
総務省統計局『⼈⼝推計（2021年10⽉1⽇⼈⼝）』をもとに筆者にて作成）
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沖縄県の将来推計⼈⼝（2020-2050年）
出典：国⽴社会保障･⼈⼝問題研究所『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(2023年推計：出⽣中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表⽰
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東京都の将来推計⼈⼝（2020-2050年）
出典：国⽴社会保障･⼈⼝問題研究所『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(2023年推計：出⽣中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表⽰
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秋⽥県の将来推計⼈⼝（2020-2050年）
出典：国⽴社会保障･⼈⼝問題研究所『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(2023年推計：出⽣中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表⽰
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島根県の将来推計⼈⼝（2020-2050年）
出典：国⽴社会保障･⼈⼝問題研究所『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(2023年推計：出⽣中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表⽰
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東京都中央区の将来推計⼈⼝（2020-2050年）
出典：国⽴社会保障･⼈⼝問題研究所『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(2023年推計：出⽣中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の
推計値の増減を指数として表⽰
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群⾺県南牧村の将来推計⼈⼝（2020-2050年）
出典：国⽴社会保障･⼈⼝問題研究所『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(2023年推計：出⽣中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表⽰
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島根県吉賀町の将来推計⼈⼝（2020-2050年）
出典：国⽴社会保障･⼈⼝問題研究所『⽇本の地域別将来推計⼈⼝(2023年推計：出⽣中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表⽰



「医療・福祉サービス改⾰プラン」
（厚⽣労働省・2019年5⽉）

•基本的⽅向性と⽬標
○ 以下の４つの改⾰を通じて、医療･福祉サービス改⾰

による⽣産性の向上を図る。
①ロボット・AI・ICT 等の実⽤化推進、データヘル

ス改⾰
②タスクシフティング、シニア⼈材の活⽤推進
③組織マネジメント改⾰
④経営の⼤規模化・協働化

○ これにより、2040 年時点において、医療・福祉分野
の単位時間サービス提供量について５％（医師につい
ては７％）以上の改善を⽬指す
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出典：厚⽣労働省資料（2023年）



32出典：社会保障審議会介護保険部会（2022年10⽉17⽇開催分）資料



【2021年9⽉分】   
  ＊適⽤緩和あり

   (ICT等を活⽤す
る場合のみ）         

2022年9⽉分
事業所調査
n=123

あり 52.8%

なし 38.2%

NA 8.9%

2022年9⽉分
事業所調査
n=753

あり 16.3%

なし 79.4%

NA 4.2%

居宅介護⽀援費｢逓減制の適⽤緩和｣の有無
(2021年9⽉サービス提供分/2022年9⽉サービス提供分)

    出典：三菱総合研究所『居宅介護⽀援及び介護予防⽀援における令和3年度介護報酬改定の影響に関する調査研究事業報告書(令和3年度分)』p24,2022
                  同  『居宅介護⽀援及び介護予防⽀援における令和3年度介護報酬改定の影響に関する調査研究事業報告書(令和4年度分)』p23-26,2023

33

2021年9⽉分
事業所調査
n=1,134

あり 9.1%

なし 88.9%

NA 2.0%

【2022年9⽉分】   
  ＊適⽤緩和届出の
   有無         

  ＊適⽤緩和あり
   かつ 

      ICT等を活⽤



34

出典：社会保障審議会介護保険部会（2022年10月17日開催分）資料



出典：国民健康保険団体連合会中央会保健福祉部介護保険課（2023年12月６日）資料



1. 介護保険制度の課題と2040年問題

2. 2024年度介護保険制度改正の概要

3. 2024年度介護報酬改定/⽣産性向上に
関する動向

4. まとめ
36



社会保障審議会介護保険部会(2022年12⽉20⽇）
｢介護保険制度の⾒直しに関する意⾒｣(抜粋)

 
＜介護ＤＸの推進＞
○今後は、デジタル技術を活⽤し、介護情報の標準化や
情報連携基盤の構築を進め、医療機関や介護事業所が
医療・介護情報等を本⼈の同意の下に共有・利活⽤で
きるようにするとともに、こうした情報を、市町村が
⾃⽴⽀援・重度化防⽌等の取組に活⽤するなど、医療
での取組に遅れることなく、導⼊に当たっての現場の
負担にも配慮しつつ、介護ＤＸを進めていくことが重
要である。

37
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出典：厚⽣労働省『社会保障審議
会(介護保険部会)』(2022)
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出典：厚⽣労働省『社会保障審議
会(介護保険部会)』(2022)
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出典：厚⽣労働省『令和４年度全国介護保険･
⾼齢者保健福祉担当課⻑会議』資料

         （2023年3⽉8⽇）



改正法案の動向②ー１
• ｢全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健

康保険法等の⼀部を改正する法律｣（2023年5⽉19⽇公布）に
おける介護保険制度に関係する主な改正事項は､以下とおりで
ある。

１．介護情報基盤の整備（公布後４年以内に施⾏）
○介護保険者が被保険者等に係る医療･介護情報の収集･提供等を行う事業を
医療保険者と一体的に実施
・被保険者､介護事業者その他の関係者が当該被保険者に係る介護情報等を共有･活

用することを促進する事業を介護保険者(市町村)の地域支援事業として位置付け

・市町村は当該事業について、医療保険者等と共同して国保連・支払基金に委託で

きることとする など

～共有する情報の具体的な範囲や共有先については今後検討。

２．介護サービス事業者の財務状況等の⾒える化
○介護ｻｰﾋﾞｽ事業所等の詳細な財務状況等を把握して政策立案に活用するた
め､事業者の事務負担にも配慮しつつ､財務状況を分析できる体制を整備
・各事業所･施設に対して詳細な財務状況(損益計算書等の情報)の報告を義務付け

～職種別の給与（給料・賞与）は任意事項として今後検討。

・国が当該情報を収集・整理し、分析した情報を公表 など 41



改正法案の動向②ー２
３．介護ｻｰﾋﾞｽ事業所等における⽣産性の向上に資する取組に係る努

⼒義務
○介護現場における生産性の向上に関し、都道府県を中心に一層取組を推進
・都道府県に対し、介護サービス事業所・施設の生産性の向上に資する取組が促進

されるよう努める旨の規定を新設 など

４．看護⼩規模多機能型居宅介護のサービス内容の明確化
○看多機について、サービス内容の明確化等を通じて、更なる普及を進める
・看多機のサービス内容について、サービス拠点での｢通い｣｢泊まり｣における看護

サービス（療養上の世話又は必要な診療の補助）が含まれる旨を明確化 など

５．地域包括⽀援センターの体制整備等
○地域の拠点である地域包括支援センターが地域住民への支援をより適切に
行うための体制を整備
・要支援者に行う介護予防支援について、居宅介護支援事業所も市町村からの指定

を受けて実施可能とする

・総合相談支援業務を地域包括支援ｾﾝﾀｰ以外にも部分委託を可能とする など

※下記３点は2023年12⽉末に決定される！
＊１号保険料の標準段階の多段階化（累進性の強化）
＊利⽤者負担の⾒直し（２割負担･３割負担の所得基準の⾒直し）
＊多床室の室料の⾒直し（⽼健と医療院の居住費を利⽤者負担に）42
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出典：厚⽣労働省『令和４年度全国介護保険・⾼齢者
保健福祉担当課⻑会議』資料(2023年3⽉8⽇)



44

出典：『第1回医療DX令和ビジョン2030厚⽣労働省推進チーム』（2022年9⽉22⽇開催）資料を筆者にて改編
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出典：厚⽣労働省『令和４年度全国介護保険・⾼齢者
保健福祉担当課⻑会議』資料（2023年3⽉8⽇）
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出典：厚⽣労働省『令和４年度全国介護保険・⾼齢者保健福祉担当課⻑会議』資料（2023年3⽉8⽇）



47

出典：厚⽣労働省『令和5年度全国介護保険
担当課⻑会議(2024年3⽉開催)』資料



2027年度介護保険制度改正を占う！
• 「介護情報基盤の整備」が本格的に実施・稼働

〜LIFE情報の利活⽤に関する加算が訪問系サービス（ケアマネ
ジメントを含む）に？

〜アウトカム評価によるインセンティブの強化も？
• 給付の⾒直しの動向

〜要介護２までの訪問介護（⽣活援助）・通所介護などは総合
事業に移⾏することが必⾄？

〜現⾏の総合事業での｢多様なサービス｣の重要性が増す！
• 負担の⾒直しの動向

〜ケアマネジメントへの利⽤者負担の導⼊は必⾄？
〜２割負担の拡⼤などの利⽤者負担増も必⾄？

• ⽣産性向上に向けた取り組みの重要性
〜ICT/DX化推進、｢⽣産性向上に資するガイドライン｣などへ

の対応の重要性が増す！ 48



1. 介護保険制度の課題と2040年問題

2. 2024年度介護保険制度改正の概要

3. 2024年度介護報酬改定/⽣産性向上に
関する動向

4. まとめ
49



【｢⼤⾂折衝｣の資料（厚労省･2024年12⽉20⽇）から】

＊改定率 +1.59%  
〜内訳

介護職員の処遇改善分 +0.98%(令和6年6⽉施⾏) 
その他の改定率※      +0.61% 

                             ※賃上げ税制を活⽤しつつ、介護職員以外の
 処遇改善を実現できる⽔準

＊改定率の外枠
〜処遇改善加算⼀本化による賃上げ効果や光熱⽔費の基準

費⽤額の増額による効果 +0.45%相当
 ＊合計 +2.04%相当

介護報酬の“改定率”！

50

※改定時期が６⽉となるもの
訪問看護・訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ・
通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ・居宅療養管理指導
および 処遇改善関連



【｢⼤⾂折衝｣の資料(厚労省･2024年12⽉20⽇)から】
＊改定率 ＋0.88％

              ※１ うち、※２~※４を除く改定分 ＋0.46%
＊各科改定率 医科 ＋0.52％・⻭科 ＋0.57％・調剤 ＋0.16%

                              40歳未満の勤務医師･勤務⻭科医師･薬局の勤務薬
  剤師､事務職員､⻭科技⼯所等で従事する者の賃上
  げに資する措置分（＋0.28％程度）を含む 。

※２ うち、看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職
種（上記※１を除く）について、令和６年度にベア
＋2.5％、令和７年度にベア＋2.0 ％を実施していく
ための特例的な対応 ＋0.61%

※３ うち、⼊院時の⾷費基準額の引き上げ（１⾷当たり
30円）の対応（うち、患者負担については、原則、
１⾷当たり 30 円、低所得者については、所得区分
等に応じて10~20 円） ＋0.06%

※４ うち、⽣活習慣病を中⼼とした管理料、処⽅箋料等
の再編等の効率化・適正化 ▲0.25%

診療報酬の“改定率”！

51

令和６年６⽉施⾏



わが国の消費者物価指数の推移
（2020年1⽉〜2023年3⽉）
※2020年（平均）を100とした指数

出典：総務省統計局『消費者物価指
数』をもとに筆者にて作図
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出典：厚⽣労働省『社会保障審議会介護給付費分科会(2024年1⽉15⽇)
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出典：厚⽣労働省『社会保障審議会介護給付費分科会(2024年1⽉22⽇)
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出典：厚⽣労働省『社会保障審議会介護給付費分科会(2024年1⽉22⽇)
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出典：厚⽣労働省『社会保障審議会介護給付費分科会(2024年1⽉22⽇)
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）



66

出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）



1. 介護保険制度の課題と2040年問題

2. 2024年度介護保険制度改正の概要

3. 2024年度介護報酬改定の動向

4. まとめ~介護報酬改定の動向を踏まえて~
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出典：厚⽣労働省『第239回社会保障審議会介護給付費分科会
(2024年1⽉22⽇開催)』資料（筆者にて⼀部加筆）



LIFEが介護実践現場に求めているもの
• （属⼈的でない）客観的で標準的な                                 

データ収集とデータの共有化

• 標準化されたサービス提供（への備え）

• アウトカム評価に基づく質の評価（への備え）

• フィードバックを通じたサービス
提供の｢過程｣（介護過程､看護過程、
リハビリテーション過程など≒
PDCAサイクル）の強化による
サービスの質の改善 76

実践現場・
臨床現場の

ICT化は必須！

DX化に対応する
データ･リテラシー !!



MDS（Minimumn Data Set）によるﾃﾞｰﾀ提出（3〜6ヶ⽉毎）が義務
ﾃﾞｰﾀ算出に際してﾘｽｸ補正等によるクリーム･スキミング防⽌策も実施
ケアに関するProtocolにより標準的な介護の⽅法を実践現場に提⽰

アメリカ合衆国/Medicare
Nursing Home Compare によるQuality Measure 
＊⼊居⽇数1000⽇あたりの⼊院者数
＊⼊居⽇数1000⽇あたりの救急外来

受診者数
＊向精神薬を投与された⼊居者の割合
＊転倒･⼤きな外傷（⾻折）のあった

⼊居者の割合
＊ハイリスク者のうち褥瘡を発症した

⼊居者の割合
＊尿路感染症を発症した⼊居者の割合
＊留置カテーテルを施⾏している⼊居

者の割合
＊移動能⼒が低下した⼊居者の割合

77

＊ADLレベルが悪化した⼊居者の割合
＊インフルエンザワクチンを接種した

⼊居者の割合
＊肺炎予防のワクチンを接種した⼊居

者の割合
＊⾝体的拘束を受けてた⼊居者の割合
＊低リスク者のうち尿失禁・便失禁が

起きた⼊居者の割合
＊低体重の⼊居者の割合
＊うつ病の症状がある⼊居者の割合
＊抗不安薬・睡眠薬を投与された⼊居

者の割合



Nursing Home Compare による Quality Measure の公開(例)
（New York 州の３つの施設の⽐較）
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Mary Manning
Walsh Nursing
Home Co. Inc.

Oxford Nursing
Home

NY State
average

National
average

Percentage of long-stay residents who lose too much weight

施設① 施設② 施設③ New York 州平均 全⽶平均

低体重（やせ）の入所者の割合
（割合が低い方が良い）

出典：アメリカ合衆国連邦政府「メディケア」のウェブサイトを⽤いて筆者にて作図・和訳
https://www.medicare.gov/nursinghomecompare/search.html （2023年4⽉30⽇閲覧）

↓Lower percentages are better
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眠りスキャン®
 (株)パラマウント

ハナスト®
 (株)ケアコネクト

ジャパン

⽣産性向上（ICT機器の活⽤）の例

夜勤の負担(巡視･⾒守
り)の軽減に効果あり

記録の時間が職員40分/
⽇(職員1⼈あたり)の削減

HelpPad
®
 (株)aba 排尿･排便が⾃動で通知

され、排せつ介助の
業務負担が軽減 79

LINE WORKS®
 LINE WORKS株式会社

職員間の情報共有のリード･タイムが
ほぼ半減

出典：各社のWEBサイト
(画像・効果とも)



80

出典：厚⽣労働省『令和６年度厚⽣労働省予算案の主要
事項』資料（筆者にて⼀部加筆）
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出典：厚⽣労働省『令和６年度厚⽣労働省予算案の主要
事項』資料（筆者にて⼀部加筆）



まとめ 〜介護保険制度の⾏⽅〜
• 短期的（〜2026年度）には、社保審介護保険部会｢意⾒｣や改正法の概要のと

おり、さほどに⼤きな⾒直しは⾏われない。

• ただし、2027年度の介護報酬の改定は、データヘルス改⾰(LIFE利活⽤)・⽣
産性向上(ICT/DX化：介護⼈材確保の⼀環)・⾃⽴⽀援/重度化防⽌といった動
きに併せ、⼤きな改⾰が予測される。

• とりわけ、データヘルス改⾰については政府の｢本気度｣がうかがえ、事業
者･従事者としてこれに乗り遅れることは致命的となる。

• 制度全般について、経済情勢と防衛費増額・⼦育て⽀援策拡⼤の影響を受け、
厳しい状況が続くのではないか。ケアマネジメントへの利⽤者負担導⼊、２
割負担層の拡⼤、総合事業の拡⼤（保険給付の縮⼩）などの「給付と負担」
の議論は進むと思われる。

• 中⻑期的には、介護・医療に関する｢新たな国⺠負担｣の政策的議論が起こら
ない限り、｢給付(の縮⼩)｣と｢負担(の拡⼤)｣の⽅向で⾒直しが進むと考えられ
る。 82


